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１　会社概要
	会社名
	

	所在地
	

	代表者名
	

	資本金
	

	設立時期
	

	従業員数
	

	直近３期の売上高
	年
	年
	年

	
	千円
	千円
	千円



２　業務理解
（1） 受託に当たっての基本的な考え方・取組方針


（2） 仕様書を踏まえて理解したこと
○本業務の目的・背景

○本業務を実施するに当たり重要と考える事項

○財務会計事務のあるべき姿

○次期財務会計システム基本構想

（3） 本業務の課題及びその対応策


３　企画提案
（1） 業務内容及び成果品に係る企画提案
　　ア　業務内容
　　 以下の業務内容ごとに効果的かつ効率的な進め方等を具体的に提案すること。
（ｱ） 財務会計事務のあるべき姿の策定支援
○　現状分析及び課題整理（仕様書６（1）ア）

　　　　○　改善施策の検討及び将来像の提示（仕様書６（1）イ）

　　　　○　移行計画案の作成（仕様書６(1)ウ）


　　（ｲ） 次期財務会計システム基本構想の策定支援
　○　現状分析及び課題整理（仕様書６（2）ア）

　○　次期財務会計システム導入に当たっての調査（仕様書６（2）ウ）

　○　次期財務会計システム基本構想（素案及び案）の作成（仕様書６（2）イ及びエ）


　　（ｳ） プロジェクト計画・管理
本プロジェクトを遅滞なく遂行するための計画・管理方法について、県との役割分担も含めて提案すること。




イ　成果品
以下の成果品について、盛り込む内容や具体的イメージ等を提案すること。
　　（ｱ） 財務会計事務のあるべき姿案


　　（ｲ） 次期財務会計システム基本構想案


（2） 次期財務会計システムの要件定義・仕様作成に係る提案
令和９年度に県が実施を想定している次期財務会計システムの要件定義・仕様作成について、企画提案者が現時点で想定する作業内容及び作業スケジュールを提案すること。

４　追加提案
本業務を遂行するうえで、企画提案者が考える追加提案事項がある場合、その内容と目的及び効果等を具体的に記載すること。なお、追加提案する内容については、本契約の範囲内での提案とすること。




５　業務実施スケジュール
本業務（令和８年度）の実施スケジュールについて、全体スケジュール、各業務における作業内容及び作業期間及び各成果品の納品時期が分かるように記載すること。




６　業務実施体制
提案内容を確実に履行できる業務実施体制を構築すること。
（1） 実施体制図
人員数が分かるように明記すること。



（2） 本業務における配置人員の役割及び経歴等
本業務を実際に担当することとなる者（作業の補助者は除く。）全員分について、以下の項目を記載すること。役割については、「統括責任者、業務実施責任者、業務担当者」等の別と担う役割の内容を具体的に記載すること。保有する資格については、証拠となる書類の写しを添付すること。
	役割
	

	氏名
	

	役職
	

	同種業務の経歴
	

	資格・主な実績等
	



（3） 県とのコミュニケーション方法
「対面、オンライン、電子メール」等、対応可能な県とのコミュニケーション方法とその頻度や対応者等について記載すること。



（4） 機密情報の保護方法
業務において知り得た機密情報の取扱いや管理体制について記載すること。


７　業務実績
仕様書に定める業務内容と同程度の業務実績（最大３つまで）について、以下の項目を記載すること。なお、発注者が国、都道府県、政令指定都市である実績が望ましい。また、履行実績があるものについては契約書の写しを添付すること。
	発注者名
（担当部署名）
	

	業務名
	

	契約額
	千円

	契約期間
	

	業務の概要
	

	本業務との関連性、
活用できるノウハウ等
	



2
